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第１章 計画の趣旨等 

１．策定の趣旨と目的 

空家等の増加が全国的な社会問題となっており、玉城町においても空家が増加しつつあり

ます。空家等の増加は、周辺の景観や生活環境の悪化を招くだけでなく、周辺住民の安全が

脅かされるなどの問題も懸念されます。 

玉城町では、空家等対策を総合的かつ計画的に推進するため、「空家等対策の推進に関する

特別措置法（平成 26年法律第 127 号）」に基づき、「玉城町空家等対策計画」を令和２年３月

に策定していますが、令和６年度末に終期を迎えることから、これまでの各種施策の進捗と

効果の検証を行うとともに、令和５年度の「空家等対策の推進に関する特別措置法」の改正

を踏まえた空家等に関する施策を推進するため、「玉城町空家等対策計画」を改定しました。 

 

【本計画における「空家」の表記】 

一般名詞としては「空き家」の表記が一般的ですが、この計画では、「空家等対策の推進に関す

る特別措置法」を踏まえた計画であることから、「空家」と表記することとします。  

 

 

２．計画の位置付け 

この計画は、玉城町第６次総合計画を上位計画とするとともに、国の「空家等対策の推

進に関する特別措置法」（以下、「法」という。）及び「空家等に関する施策を総合的かつ計

画的に実施するための基本的な指針」（以下、「指針」という。）に基づき策定しています。 

また、まち･ひと･しごと創生総合戦略、都市計画マスタープラン、建築物耐震改修促進

計画等、玉城町のその他の計画との調和を図りながら策定し、施策を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第６次玉城町総合計画 

第２次玉城町空家等対策計画 

玉城町まち･ひと･しごと創生総合戦略 

玉城町都市計画マスタープラン 

玉城町建築物耐震改修促進計画 

その他の玉城町の計画 

空家等対策の推進に関する特別措置法 

空家等に関する施策を総合的かつ計画
的に実施するための基本的な指針 

[玉城町の関連計画] 

[玉城町の上位計画] 
[国の法令等] 
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■空家等対策の推進に関する特別措置法 令和５年度改正の概要（出典：国土交通省資料） 

＜背景・必要性＞ 

○使用目的のない空家は、この 20年で 1.9倍、今後も増加。 

○除却等のさらなる促進に加え、周囲に悪影響を及ぼす前の有効活用や適切な管理を総合

的に強化する必要。 

＜改正の概要＞ 

○所有者の責務強化 

・現行の「適切な管理の努力義務」に加え、国、自治体の施策に協力する努力義務 

１．活用拡大 

①空家等活用促進区域（例 中心市街地、地域の再生拠点、観光振興を図る区域等） 

・市区町村が区域や活用指針等を定め、用途変更や建替え等を促進 

⇒安全確保等を前提に接道に係る前面道路の幅員規制を合理化 

⇒指針に合った用途に用途変更等する場合の用途規制等を合理化 

・市区町村長から所有者に対し、指針に合った活用を要請 

②財産管理人による所有者不在の空家の処分（詳細は３③後掲） 

③支援法人制度 

・市区町村長が NPO法人、社団法人等を空家等管理活用支援法人に指定 

・所有者等への普及啓発、市区町村から情報提供を受け所有者との相談対応 

※事前に所有者同意 

・市区町村長に財産管理制度の利用を提案 

２．管理の確保 

①特定空家※化を未然に防止する管理  ※周囲に著しい悪影響を及ぼす空家 

・放置すれば特定空家になるおそれのある空家（管理不全空家）に対し、管理指針に

即した措置を、市区町村長から指導･勧告 

・勧告を受けた管理不全空家は、固定資産税の住宅用地特例（1/6等に減額）を解除 

②所有者把握の円滑化 

・市区町村から電力会社等に情報提供を要請 

３．特定空家の除却等 

①状態の把握 

・市区町村長に報告徴収権（勧告等を円滑化） 

②代執行の円滑化 

・命令等の事前手続を経るいとまがない緊急時の代執行制度を創設 

・所有者不明時の代執行、緊急代執行の費用は、確定判決なしで徴収 

③財産管理人による空家の管理･処分（管理不全空家、特定空家等） 

・市区町村長に選任請求を認め、相続放棄された空家等に対応 

※所有者に代わり財産を管理･処分  注）民法上は利害関係人のみ請求可 
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３．計画の対象とする空家 

この計画の対象とする空家は、法第２条の定義に基づき、期間を問わず使用の実態のな

い建築物（国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く）及びその敷地を対象

とします。 
 

＜空家等対策の推進に関する特別措置法＞（抜粋） 

第二条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住その

他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する

物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となる

おそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていな

いことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置す

ることが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。 

※「建築物」：土地に定着する工作物のうち、屋根及び柱又は壁を有するもの（これに類する構造のものを含

む。）、これに附属する門又は塀等 

※「これに附属する工作物」：ネオン看板など門又は塀以外の建築物に附属する工作物 

※「居住その他の使用がなされていないこと」：人の日常生活が営まれていない、営業が行われていないな

ど、当該建築物等を現に意図をもって使い用いていないこと 

 

４．計画対象区域 

玉城町においては、全域において空家が発生し、対応が求められることから、この計画

の対象区域は、玉城町全域とします。 

 

 

５．計画期間 

この計画の期間は、令和７年度（2025 年度）から令和 11年度（2029年度）の５年間と

します。なお、空家等に国の法制度等の変更、社会情勢の変化、玉城町における空家等を

取り巻く大きな変化が生じた場合には、計画期間中でも見直しを行うことがあります。 
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第２章 玉城町における空家等に係る現状と課題 

１．空家等に係る現状 

（１）人口・世帯等の状況 

人口は減少傾向にあり、令和元年から令和６年の５年間に約 500人、3％減少しています。 

世帯数は増加傾向にあり、令和元年から令和６年の５年間に 165世帯、3％増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図．玉城町の人口及び世帯数の推移 ※国勢調査ベースの人口、世帯数 

（資料：三重県推計人口、各年 10 月 1 日） 

 

転入者数は令和元年をピークに減少傾向にあり、令和４年 10 月から令和５年９月までの１

年間では 430人となっています。 

転出者数は令和元年度をピークに、以降は増減しながら年間概ね 480 人となっています。 

最近は転出が転入を上回る転出超過となっています。 

出生数は年間概ね 100人程度、死亡数は年間 150～180 人となっており、死亡数が出生数を

上回る自然減となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図．玉城町の転入者数及び転出者数（左図）、出生数及び死亡数の推移（右図） 

（資料：三重県推計人口、前年 10 月から当年 9 月の合計値）  
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高齢者のみの夫婦世帯、独居世帯については、65 歳以上、75 歳以上、85 歳以上いずれも増

加傾向にあり、増加の幅も大きくなっています。 

これらの高齢夫婦世帯及び高齢独居世帯の住宅が、今後、空家になっていくことが懸念さ

れます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図．玉城町の高齢夫婦世帯（左図）、高齢独居世帯（右図）の推移 

（資料：国勢調査、各年 10 月 1 日） 
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（２）住宅の状況 

※この項目の多くのデータの原資料である「住宅･土地統計調査」、は抽出調査からの推計値であり、

表章数値は一位を四捨五入したものであるため、合計した数値があわない箇所があります。 

玉城町の住宅数は、平成 30年から令和５年にかけて減少しています。 

所有関係別では、令和５年では 91％が持ち家であり、借家の減少が大きくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図．玉城町の所有関係別住宅数の推移（資料：住宅・土地統計調査 各年 10 月 1 日） 

建て方別では、令和５年では 91％が一戸建であり、共同住宅の減少が大きくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図．玉城町の建て方住宅数の推移（資料：住宅・土地統計調査 各年 10 月 1 日） 

 

構造別では、令和５年では 82％が木造であり、非木造の減少が大きくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図．玉城町の構造住宅数の推移（資料：住宅・土地統計調査 各年 10 月 1 日）  
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建築時期で見ると、1981 年（昭和 56 年）及び 2000 年（平成 12年）に耐震基準が大きく改

正されていますが、1980 年（昭和 55年）以前の旧耐震基準は 25％、1981 年（昭和 56年）か

ら 2000年（平成 12年）の新耐震基準は 34％、2001 年（平成 13年）以降の現行の耐震基準

は 40％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図．玉城町の建築時期住宅数（資料：住宅・土地統計調査 令和 5 年 10 月 1 日） 

 

居住専用住宅の着工棟数は、最近は概ね 80棟程度で推移しており、令和元年と令和５年に

多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図．玉城町の居住専用住宅の着工棟数の推移（資料：建築着工統計 各年 1 月から 12 月） 
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（３）空家の状況 

＜住宅・土地統計調査による空家の状況＞ 

※この項目のデータの原資料である「住宅･土地統計調査」、は抽出調査からの推計値であり、表章数

値は一位を四捨五入したものであるため、合計した数値があわない箇所があります。 

令和５年の玉城町の空家は 810戸となっています。そのうち賃貸・売却用、二次的住宅

（別荘等）を除く、この計画の主な対象である空家は 570戸となっています。賃貸･売却･二

次的住宅を除く空家数は、平成 30年に比べると、110戸、24％増加しています。 

玉城町の空家率は、空家総数については 13.4％となっており、三重県より低く、全国とほぼ

同じとなっています。一方で賃貸･売却･二次的住宅を除く空家については 9.4％となっており、

全国より高く、三重県とほぼ同じとなっています。いずれも、玉城町の空家率の増加傾向は大

きくなっています。これに対する空家率は、概ね三重県平均と同様の 9.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図．玉城町の空家数の推移（資料：住宅・土地統計調査 各年 10 月 1 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図．玉城町、三重県、全国の空家率の推移（資料：住宅・土地統計調査 各年 10 月 1 日） 
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腐朽･破損状況は、令和５年では約 90％が腐朽･破損なしであり、腐朽･破損なしの増加が大

きくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図．玉城町の腐朽･破損状況別空家数の推移（資料：住宅・土地統計調査 各年 10 月 1 日） 

 

構造別の状況は、令和５年では約 90％は木造であり、木造の増加が大きくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図．玉城町の構造別空家数の推移（資料：住宅・土地統計調査 各年 10 月 1 日） 

 

建て方別の状況は、令和５年では 84％一戸建であり、一戸建の増加が大きくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図．玉城町の建て方別空家数の推移（資料：住宅・土地統計調査 各年 10 月 1日） 
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＜玉城町による空家調査の状況＞ 

※玉城町では自治区及び日本郵便株式会社の協力により、空家の状況調査を行っています。 

この項目のデータは、下記の自治区長による調査の結果です。 

【期間】令和６年７月から９月 

【対象】令和５年度自治区調査及び郵便局調査に基づき作成した「空家実態調査等リスト」に

掲載した物件を対象に調査 

【方法】自治区長等による外観目視調査 

   「現地調査項目票」に基づき、Ａ・Ｂ・Ｃランクに分類 

 

玉城町では、令和６年度現在、223 戸の空家を把握しています。 

地区別の空家の状況は、田丸が全体の 48％の 108 戸、次い

で外城田が 24％の 53戸、有田が 18％の 41戸、下外城田が

9％の 21戸となっています。 

 

 

 

図．空家の所在地区 

（資料：玉城町空家調査） 

 

 

空家の所有者･管理者等の居住地の状況は、玉城町内が全体

の 54％の 120戸、玉城町を除く三重県内が 29％の 64 戸、県

外が 18％の 39戸であり、半数近くが町外となっています。 

 

 

 

図．空家の所有者等の居住地 

（資料：玉城町空家調査） 

 

空家の建物、外構等の状況は、状況が良好なＡ判定が全体

の 47％の 105戸、Ｂ判定が 28％の 63戸、状況がよくないＣ

判定が 25％の 55 戸となっています。 

※総合判定の判定基準は 12 ページ参照 

 

 

図．空家の総合判定の状況 

（資料：玉城町空家調査） 
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空家の地区別の所有者等の居住地の状況をみると、有田及び下外城田は、所有者等の町内

居住が 60％を超えて比較的多くなっていますが、外城田及び田丸は、町内居住が 50％程度に

留まっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図．空家の所在地×所有者等の居住地の状況（資料：玉城町空家調査） 

 

空家の地区別の総合判定の状況をみると、下外城田はＡ判定が 60％を超えて高くなってい

ますが、外城田は 47％、田丸は 46％であり、有田は 42％と最も低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図．空家の所在地×総合判定の状況（資料：玉城町空家調査） 

 

空家の総合判定別の所有者等の居住地の状況をみると、Ａ判定においては町内の割合が

58％と比較的高く、Ｃ判定では町内の割合が 49％と低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

図．空家の総合判定×所有者等の居住地の状況（資料：玉城町空家調査） 
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表．総合判定の判定基準 

項目 Ａ判定 Ｂ判定 Ｃ判定 

保安 建物 傾斜なし 軽度の傾斜あり 著しい傾斜あり 

屋根･軒 問題なし 一部不陸又は破損あり 全体的に不陸又は破損

あり 

外壁（正面以外） 問題なし 一部剥離又は破損あり 全体的に剥離又は破損

あり 

門又は塀 問題なし 

（無い場合も含む） 

敷地内に傾斜している 敷地外に傾斜している 

衛生 ゴミ･資材の放置･散乱 問題なし 一部放置、散乱あり 大量の放置、散乱あり 

生活 立木･雑草の版も 手入れなし 手入れなし 手入れなしで越境して

いる 

防犯 ドア（入口） 問題なし 一部破損又は開放 大きく破損し開放して

いる 

総合判定 上記７項目全てＡ 総合判定Ａ及びＢに 

あてはまらない 

Ｃが１項目以上 

又はＢが３項目以上 
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（４）空家所有者等の意向（アンケート結果） 

調査の目的 「玉城町空家等対策推進計画」の改定に向けて、玉城町内に存在する空家所有

者・管理者に、所有する空家の現状や今後の意向をお聞きし、計画に反映させ

るために、アンケート調査を実施した。 

調査対象者 空家調査（外観調査）において判定された空家等のうち、所有者が特定できた

空家所有等 

対象者の選定 玉城町が整理する空家リストの所有者全員に送付 

調査票の送付 郵送（令和 7年 1月 27日発送） 

回答方法 次から調査対象者が選定 

①紙の回答用紙に記入し、郵送で返送 

②WEBで回答フォームにアクセスして入力 

配布数 217 

有効回収数 65（有効回収率 30.0％） 

 ①紙回答 52 ②WEB回答 13 

 

 

空家の現在の利用状況は、何も利用してい

ないが最も多く 35％となっている一方で、物

置や倉庫として使用は 26％、別宅･別荘等とし

て使用は 17％となっています。 

 

 

 

 

図．空家の現在の利用状況 

 

 

管理や手入れの頻度は、週１回またはそれ以上は

19％、月１回以上までの頻度をあわせると 50％とな

っている一方で、半年に１回は 19％も多く、月１回

未満の頻度をあわせると 40％となっています。ほと

んどしていないは 9％となっています。 

 

 

 

図．空家の管理や手入れの頻度 

 

  

何も利用していない

34.5%

物置や倉庫

として使用

25.9%

別宅・別荘等として、

週末や休暇時に使用

17.2%

家族・親族等が住宅と

して使うことがある

6.9%

買い手を探している

5.2%

仕事場・作業場・店等として使用

1.7%

その他

5.2%

無回答 3.4%

【n=58】

週1回または

それ以上

19.0%

2～3週間に1回

10.3%

月1回

20.7%
2～3か月に1回

17.2%

半年に1回

19.0%

1年に1回 3.4%

ほとんどし

ていない

8.6%

その他 1.7%

【n=58】
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管理や手入れにおける課題につ

いては、遠方に居住が 41％、高

齢等による作業の負担が 31％、

利用予定がないが 22％と多くな

っています。 

 

 

 

図．空家の管理や手入れにおける課題（複数回答） 

 

 

今後の活用等の意向については、解体･除却が

22％と最も多く、次いで当面はそのままが

19％、別宅や別荘等として使用が 17％、他人に

売却・譲渡が 14％となっています。 

 

 

 

図．空家の今後の活用等の意向 

 

 

活用における障害や課題については、

設備や水回りが古い、耐震性に不安、家

財等の整理が困難がいずれも 40％を超え

て多く、次いで建物が古く損傷が激しい

が 33％と多くなっています。 

 

 

 

図．活用における障害や課題（複数回答） 

  

41.4%

31.0%
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17.2%

10.3%

6.9%

22.4%
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その他

特に課題はない

【n=58】

解体・除却

22.4%

当面はそのまま

19.0%

自分や家族が別宅・

別荘等として使用

17.2%

他人に売却・譲渡

13.8%

自分や家族が住宅

等として利用

8.6%

地域のためになる活用

3.4%

他人に賃貸 3.4%

わからない、

悩んでいる

12.1%

【n=58】

43.1%

43.1%

43.1%

32.8%

10.3%

8.6%

1.7%

5.2%

19.0%

1.7%

0% 20% 40% 60%

設備や水回りが古い

耐震性に不安

家財等の整理が困難

建物が古く損傷が激しい

交通や移動の利便性がよくない

近隣への配慮が必要

遮音性に不安

その他

特に障害や課題はない

無回答

【n=58】
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売却や賃貸する場合の条件につい

ては、手続きや交渉を信頼できる業

者に依頼、売却価格や賃料が希望金

額になるがともに 20％を超えて多

く、次いで空家の荷物を整理、売却

や賃貸前に修理や売却が不要、信頼

できる人に売却･賃貸できる、地域に

有効活用･迷惑がかからないが 10％を

超えています。 

図．売却や賃貸する場合の条件（複数回答） 

 

解体や除却に対する考えや心配ご

とについては、費用負担が困難が

41％、家財の処分が困難が 36％と多

く、次いで除却で固定資産税が高く

なる、除却後の土地活用や処分がと

もに 26％となっています。 

 

 

図．解体や除却に対する考えや心配ごと（複数回答） 

 

 

玉城町空家バンクの認知の状況については、知って

いるが 31％、聞いたことはあるが内容は知らないが

52％、聞いたこともないが 14％となっています。 

 

 

 

 

 

図．玉城町空家バンクの認知の状況 
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内容は知らない

51.7%

知らない、聞い
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13.8%

無回答 3.4%

【n=58】
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空家バンクへの登録の意向については、登録しないが

48％である一方で、内容が理解できれば登録を考えたい

は 41％となっています。 

 

 

 

 

 

 

図．空家バンクへの登録の意向 

 

 

 

空家バンクに登録しない理由、課題や心配

ごとについては、売却･賃貸する予定がないが

35％、修繕や掃除が必要が 21％と多く、次い

でバンクの仕組みがわからない、知らない他

人に売却･賃貸したくない、物件情報がネット

に知られることに抵抗が多くなっています。 

 

図．空家バンクに登録しない理由、課題や心配ごと 
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登録しない

48.3%

無回答

5.2%

【n=58】

売却・賃貸する

予定がない

34.5%

修繕や掃除等が

必要

20.7%

バンクの仕組み

がわからない

10.3%

知らない他人に売却・
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２．空家対策に関する施策等の動向 

（１）国の動向  （出典：国土交通省資料） 

＜空き家対策総合支援事業（国土交通省）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜地方公共団体が行う空家対策に対する財政措置（特別交付税）＞ 
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＜固定資産税等の住宅用地特例に係る空家対策上の措置（住宅地特例の解除）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜空家の発生を抑制するための特例措置（空家の譲渡所得の 3,000 万円特別控除）＞ 
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（２）玉城町における施策実施状況 

玉城町の空家対策として、次の施策を実施しています。 

＜玉城町空家バンク＞ 

町内の使われなくなった空家を、インターネット等で紹介し、町内で住宅を探している人

に情報提供しています。 

玉城町では、全国の地方自治体が管理する空家・空き地の情報を集めたサイト「LIFULL 

HOME'S 空き家バンク」において情報提供を行っています。 

【空家バンクに登録できる物件】 

・玉城町内に建っている。所有者は町外でも可 

・個人の居住を目的として建築した一軒家である 

・誰も居住していない。または近日中に居住しなくなる予定である 

・家財道具等が片付いていて、すぐに入居できる 

・土地と建物の所有者が一致している。他の権利者の承諾書があれば可 

・境界未定地等、契約が困難な状態でない 

※老朽化が著しく、大規模な修繕が必要と思われる場合は登録できないことがある。 

【玉城町空家バンク登録実績】 

・令和５年度：３件  令和６年度：６件 

 

＜空家対策事業補助金＞ 

町内に所在する空家の有効利用を図るとともに、移住を促進し、定住人口の増加による地

域の活性化を図るため、空家のリフォーム等に対して、補助金を交付しています。 

名称 内容・目的 補助金 

空家等除却促進補

助金 

除却後の、土地売買にかかる諸経費、解体

費用などに対する支援 

※木造住宅耐震補強事業費補助金を受けた

ものに限る 

上限 20 万円 

（一律） 

空家リフォーム事

業補助金 

空家の改修にかかる費用などに対する支援 

（町内外問わず、５年以上居住見込みの人

が対象） 

※空家バンクに登録されている物件 

上限 150 万円 

（10/10） 

空家バンク登録者

支援補助金 

空家バンクへの物件登録する際、登記･遺品

整理などに対する支援 

上限５万円 

（対象経費の 1/2 または５万

円のうちいずれか少ない額） 

空家バンク成約者

支援補助金 

空家バンクを通じて物件を成約した人が負

担する仲介手数料や引越し費用などに対す

る支援 

上限 10 万円 

（対象経費の 1/2 または 10 万

円のうちいずれか少ない額） 

【空家対策事業補助金交付実績】 

  
令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

空家等除却促進補助金 － － － － ２件 ４件 

空家リフォーム補助金 ２件 ３件 ３件 １件 ２件 ２件 

空家バンク登録者支援金 － － － － １件 － 

空家バンク成約者支援補助金 － － － － ２件 ２件 
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＜空家無料相談会＞ 

玉城町では、空家の管理や活用等に関する所有者等の困りごとに対応するため、無料相談

会を令和元年度以降、毎年度開催しています。 

 

＜空家適正管理通知書の送付＞ 

町内に所在する空家のうち、適正に管理されていないと判断される空家に対しては、所有

者等に適正な管理を促すための「空家適正管理通知書」を送付しています。 

【空家適正管理通知書の送付実績】 

  令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

空家適正管理通知書 ８通 20 通 ８通 ８通 

※令和６年度は２月 28 日時点 
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３．空家等に関する課題 

①空家等の発生抑制に係る課題 

玉城町では、空家数及び空家率の増加が大きくなっているとともに、高齢夫婦世帯及び高

齢独居世帯の多さ等から、今後も空家が発生する可能性が高まるといえます。 

居住者･使用者が不在になっても円滑に次の活用を行えば、空家の発生を防ぐことができま

す。一方で、空家の期間が長期化すると腐朽が進み、その建物の活用が難しくなります。 

このため、空家としないようにすることが必要となります。居住者や使用者が不在になっ

てから検討や対策を行うのではなく、将来的に空家になることが予測される段階から、所有

者や家族･親族等において、相続等も踏まえながら、将来の建物の活用方法等を検討しておく

ことが大切となります。 

②空家等の活用に係る課題 

玉城町においては腐朽･破損のない空家が多く、活用可能な空家は多く存在しています。ま

た、玉城町の転入世帯は多く、住宅需要は高いといえます。このような中で、空家が活用さ

れた件数は、多いとはいえない状況です。 

所有者等の他人への売却･賃貸等による活用意向が高くないとともに、活用可能な空家の情

報が物件を探している人に効果的に届いていない、空家等の活用に関する調整や手続等の不

調、リフォーム等の必要性や資金的な問題等、空家の活用が進んでいない理由には様々な要

因があります。空家等の所有者等及び活用を希望する人に対する啓発、情報提供や相談対応

等により、これらの課題にきめ細かく対応していくことが必要となります。 

③適切な管理や処分に係る課題 

法改正において、「特定空家」に加え、特定空家になるおそれのある空家である「管理不全

空家」に対する措置が位置づけられました。特定空家及び管理不全空家になると、周囲の環

境に悪影響を及ぼすとともに、所有者等にとっても固定資産税の減額特例が解除されること

になるなど、影響が大きくなっています。このような状況においても、所有者等へのアンケ

ート調査からは、管理に苦慮している状況が伺えます。今後の活用可能性が不透明な中で、

所有者等の遠距離居住や高齢による日常管理の限界、荷物等の存在、管理や処分における資

金の確保、家財の処分、さらには農地、山林、墓の対応など、様々な課題を抱えています。 

空家の管理･処分については所有者責任によることを明確化しつつ、行政･地域･事業者等に

よる協力や助言により、所有者等による円滑な管理を図ることが必要となっています。 

④空家等対策の推進に係る課題 

空家等対策については、行政による取組とともに、不動産、建築、環境、契約行為、権利

関係、相続等の様々な分野の知見が必要になることから、専門機関･地域･事業者等の協力が

不可欠になっています。玉城町では空家調査において日本郵便株式会社と連携する等、他の

機関との協働に積極的に取り組んでいますが、今後も町民への広報・啓発、情報発信、マッ

チングやコーディネート、技術的助言などの様々な場面において、多様な主体との連携した

取組が必要となっています。  
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第３章 空家等対策の基本的な方針と実施する事項 

１．空家等対策の基本的方針 

（１）空家等の発生の抑制 

玉城町には既に多くの空家等が存在していますが、地域の良好な環境とコミュニティを維

持するためには、空家等を増やさないことが必要です。 

そのためには、建物の居住者、使用者がいなくなったら、すぐに次の利活用を始めるとも

に、居住・使用している段階から、建物の将来について家族等であらかじめ話し合っておく

等により、新たな空家等の発生を予防していくこととします。 

住民の高齢化により、今後、居住者がいなくなる住宅が多く発生することが予測されるこ

とから、空家になる前の準備の促進を図ります。 

（２）所有者等による適正管理の促進 

玉城町の空家等には、所有者や管理者が近隣に居住していないケースも多く、十分な管理

ができていない物件も生じています。管理不全の空家等は、近隣の景観が住環境に影響を及

ぼすとともに、防犯・防災上の阻害要因となることが懸念されます。 

そのためには、空家等の管理責任を所有者等に啓発するとともに、空家等の管理に関する

啓発普及、相談対応等を行います。また、所有者等が高齢であったり近隣に居住していない

等の場合にも管理不全に陥らない方策を検討します。 

（３）空家等の利活用の促進 

空家等は放置されれば地域に悪影響を及ぼしますが、適切に利活用できれば、地域の活性

化やコミュニティ形成に貢献することが可能です。玉城町においても、利活用されている空

家も多く、玉城町の活性化に寄与する施設となっている事例もあります。 

空家等を住宅として再利用して転入促進を図るとともに、住宅以外の店舗や活用拠点等に

転換することにより、地域活性化や町民生活の向上に貢献する施設や機能の立地を促進しま

す。また、空家等を除却による建物の新築等も促進します。 

空家等を円滑に利活用するためには、権利関係の整理・明確化等が不可欠になります。相

続時等に複雑になることが多い所有関係を明確化しておくとともに、土地・建物の登記や隣

地との土地境界確定の重要性について、所有者等の理解を促すこととします。また、あわせ

て所有している農地・山林・墓地等の処分の検討もあわせて促すこととします。 

（４）管理不全な空家等の解消 

空家等は、適正に管理しなければ利活用が難しくなるとともに、建物や設備が腐朽したり

や敷地の雑草が繁茂した状態等が続くと、倒壊等の危険性、衛生・防災・防犯の問題が生じ

る可能性があります。このため、適正管理を促進するとともに、腐朽等が激しく安全性等に

著しい問題がある物件については速やかな解体除却を促すことにより、管理不全な空家等に

解消を図ることとします。 
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２．空家等対策における実施事項 

＜空家等対策に係る概ねの流れ＞ 

 

 

  

空
家
等
に
関
す
る
相
談
対
応 

空家等の発生・存在 

「
玉
城
町
空
家
等
対
策
推
進
協
議
会
」
に
よ
る
協
議 

自治区･近隣等からの情報等 

自治区･事業者等との連携 

所有者等の確知 

管理できている空家等 「管理不全空家等」に認定 「特定空家等」に認定 

所有者等の調査 
法第 9条第 1項 第 10条第 1項～3項 

固定資産税の 

特例措置の除外 

立入調査（詳細調査） 
法第 9 条第 2 項 

所有者等の確知 

指導又は助言 
法第 22 条第 1 項 

勧告 
法第 22 条第 2 項 

命令 
法第 22 条第 3 項～8 項 

代執行 
法第 22 条第 9 項 

略式代執行 
法第 22 条第 10 項 

指導 
法第 13 条第 1 項 

勧告 
法第 13 条第 2 項 

利活用の促進／情報提供 

玉城町空家バンク 

所
有
者
等
が
わ
か
ら
な
い
場
合 

改
善
さ
れ
な
い
場
合 

空家等の所在等の把握 
（物件状況の現地調査） 

法第 9 条第 1 項 

空家等の発生防止 

空家等の利活用 
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（１）空家等の発生防止に向けた取組 

【その他の空家等に関する対策の実施に関し必要な事項】 

○空家等の多くは相続を契機に発生していることを踏ま

え、住宅に居住している段階から、所有者等や家族に

「住宅を空家としない」との意識を持ち、必要な準備

を進めることの大切さを啓発します。 

○空家になる前から住まいの対処方針をあらかじめ決め

ておく「住まいの終活」「住まいのエンディングノート」

を普及するとともに、空家等を所有し続けることに伴

うリスク、例えば、空家等は傷みが早く資産価値も低

減すること、管理不全空家等や特定空家等に認定され

ると敷地の固定資産税の特例措置がなくなる可能性が

あること等を周知し、所有者等の行動の促進につなげ

ます。 

○空家等の適切な管理を行うことの重要性、管理不全の

空家等が周辺地域にもたらす問題等について、所有者

等の意識向上や理解増進を図るとともに、自治区等と

協力しながら、空家等となることが見込まれる住宅等

の所有者等への情報提供を行う取組を進めます。 
 

＜玉城町における具体的な施策の例＞ 

・住宅の相続、継承、税務対策等に関する情報提供、勉強会等の開催支援 

・各家庭における「住まいの終活」「住まいのエンディングノート」の普及・実施促進 
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（２）空家等の所在等の把握 

【空家等の調査に関する事項】 

○空家等対策を効果的かつ効率的に実施するため、国勢調査、住宅･土地統計調査等の既存の

統計資料等も活用しつつ、町内の空家等の所在やその状態等を把握します。 

○空家等の建物等の状態、管理の状況については、自治区等の地域団体に調査を依頼し状況把

握するとともに、日本郵便株式会社等の地域で活動している事業所、団体等の協力も得なが

ら、外観等からの状態把握を行います。 

○玉城町は町内の建築物又はこれに附属する工作物（以下「建築物等」という。）のうち、「居

住その他の使用がなされていないことが常態であるもの」について「空家等」と判断し、法

を適用します。 

○建築物等の使用実態の有無については、調査時点での建築物等の状況を基に、下記の事項か

ら客観的に判断します。 

・建築物等の用途 

・建築物等への人の出入りの状況 

・電気・ガス・水道の使用状況及び使用可能状態 

・建築物等及びその敷地の登記記録並びに建築物等の所有者等の住民票の内容 

・建築物等の適切な管理の実施状況 

・建築物等の所有者等による利用実績についての主張 

○「居住その他の使用がなされていない」ことが「常態である」については、概ね年間を通し

て建築物等の使用実績がないことを基準と考えます。 
 

＜具体的な施策の例＞ 

・自治区等との連携による空家等状況調査（外観からの腐朽状態） 

・日本郵便株式会社との連携による空家等状況調査 
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（３）空家等の所有者等の特定と意向把握 

【空家等の調査に関する事項】 

○所在等を把握した空家等について、所有者等を特定するとともに、必要に応じて当該所有者

等の活用又は除却等の意向を把握します。なお、敷地と建築物等の所有者等が異なる場合に

おいては、その敷地の所有者等の意向の把握にも努めます。 

○所有者等の意向については、新規施策実施時、計画改定時等のタイミングにおいてアンケー

ト調査を実施し、施策等に反映させます。 

○空家等の所有者等の特定を行うため、空家等の所在地の近隣住民等への聞き取り調査、当該

空家等の不動産登記簿情報及び空家等の所有者等の住民票情報や戸籍謄本等を利用し、空家

等の所有者等の特定を行います。 

○また、必要な場合には、電気、ガス等の供給事業者や郵便事業者等に協力を求めたり、玉城

町の福祉部局等と連携した所有者等に関する情報等の把握を行います。 
 

＜具体的な施策の例＞ 

・不動産登記や固定資産税台帳情報による所有者等の調査 

・自治区等との連携による空家等の管理状況の把握 

・所有者等の意向把握のためのアンケート調査の実施 
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（４）所有者等による適切な管理の促進 

【所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項】 

○所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、国が定める管理指針等に即した助言

を行ったり、空家等を日頃管理することが難しい所有者等に対して、空家等の管理を委任

する等の方法を紹介します。 
 

＜玉城町における具体的な施策の例＞ 

・空家無料相談会の定期開催 

・木造住宅耐震事業補助金制度の周知、活用促進（無料耐震診断、耐震改修補助） 

・空家等の管理に関する情報提供（広報たまき、ケーブルテレビ等） 

・空家所有者等に対する、郵送等による直接的な周知、情報提供 

・所有者等の管理に対する助言･支援の検討 
 

＜国が定める管理指針（所有者による空家等の適切な管理について指針となるべき事項）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：国土交通省資料）  
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（５）空家等の利活用、跡地活用の促進 

【空家等及び除却した空家等に係る跡地の活用の促進に関する事項】 

○空家等対策においては、その跡地も含めた空家等を地域資源として活用することが重要です。

空家等は、移住希望者の住居、住宅確保要配慮者向けの住宅等として活用するとともに、地

域が主体となった地域交流、地域活性化、福祉サービス等の地域貢献施設としての活用も想

定します。 

○空家等を有効に活用するため、活用可能な空家等又はその跡地の情報について、所有者等の

同意を得た上で、「玉城町空家バンク」への情報掲載、地域の宅地建物取引業者等による発信

により、空家等の活用希望者に提供します。 

○空家等の跡地についても、地域の宅地建物取引業者等による発信等により、活用希望者に情

報提供するとともに、地域の状況に応じて、地域が主体となった公園、広場、駐車場として

の活用も想定します。 

○空家等及びその跡地の活用時に、土地の境界が不明瞭であることが支障となる場合があるた

め、町内における地籍調査、筆界確定等の促進に向けた啓発等を行います。 
 

＜玉城町における具体的な施策の例＞ 

・玉城町空家バンクの登録者の増加に向けた取組 

（所有者等に対する物件登録、情報掲載の促進） 

（施設入居時・死亡届提出時等における空家バンク紹介など） 

（所有者に対する当該空家の状況の通知―写真、判定、周囲への影響等） 

・玉城町空家バンクのマッチング、制約の促進に向けた取組 

（空家等の売買・賃貸等の契約、リフォーム等に係る助言･支援） 

（売買･賃貸等における標準的な手順･手続き等の提示） 

・空家の除却跡等の空地に関する情報提供の検討 

・空家に付随する駐車場や農地等の活用や情報提供の検討 

・地域の宅地建物取引業者等と連携した情報発信 

・空家対策事業補助金の周知、活用促進 

（空家等除却促進補助金、空家リフォーム補助金、空家バンク登録者支援金、 

空家バンク成約者支援補助金） 

・空家等及びその跡地の、地域主体による地域貢献施設等としての利活用の検討 
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（６）管理不全空家等、特定空家等の認定 

【所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項】 

○空家等のうち、「適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれば特定空家等に

該当することとなるおそれのある状態にある」と認められるものについては「管理不全空家

等」に指定します。また、「そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある

状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことによ

り著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置すること

が不適切である状態にあると認められる」ものについては、「特定空家等」に指定します。 

○「管理不全空家等」及び「特定空家等」の判断については、国のガイドラインに準拠した判 

定基準を設け、「玉城町空家等対策推進協議会」における審議を経て決定します。 

○法では、特定空家等に関し、必要な限度において空家等への立ち入り調査ができるものとさ

れています。玉城町においては、特定空家等に対する措置の実施に必要な事項を把握するた

めに、必要に応じて空家等への立ち入り調査を行います。 
 

＜玉城町における具体的な施策の例＞ 

・「管理不全空家等」及び「特定空家等」として勧告を受けた場合の影響についての

周知・広報 
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＜国のガイドラインが定める管理不全空家・特定空家の参考基準＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：国土交通省資料）  
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（７）管理不全空家等への対応 

【所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項】 

○適切な管理が行われていないことにより、そのまま放置すれば特定空家等に該当するおそ

れのある状態にあると認められる空家等を管理不全空家等とし、所有者等に対し必要な措

置をとるように指導します。また、指導をしても状態が改善されず、そのまま放置すれば

特定空家等に該当することとなるおそれが大きいと認めるときは、修繕、立木竹の伐採そ

の他の当該管理不全空家等、必要な具体的な措置について勧告します。 

○所有者等が不明である場合は、民法の相続財産清算制度や不在者財産管理制度、所有者不

明建物管理制度、管理不全建物管理制度、管理不全土地管理制度等の活用を検討します。 

○空家等の所有者等の認知能力等が十分でなく、適切な管理等が期待できない場合には、本

人の福祉を図る観点から、福祉部局と連携し、成年後見制度の活用を検討します。 

○「管理不全空家等」の判断基準や、指導、勧告の考え方については、国のガイドラインに

定めるものを基本とします。 
 

＜管理不全空家等の所有者等への対応＞ 

①指導（法第 13条第１項） 

管理不全空家等と認定された空家等の所有者等に対し、当該管理不全空家等が特定空家等

に該当することとなることを防止するために必要な措置を講じるよう、指導を行います。 

②勧告（法第 13条第２項） 

指導をした場合において、なお当該管理不全空家等の状態が改善されず、そのまま放置す

れば特定空家等に該当することとなるおそれが大きいと認めるときは、当該指導をした者に

対し、修繕、立木竹の伐採その他の必要な具体的な措置をとることを勧告します。 

勧告を行った場合は、地方税法第 349条の３の２に基づき、住宅用地に係る固定資産税の

課税標準の特例措置の対象から除外する措置を講じます。 

 

＜玉城町における具体的な施策の例＞ 

・玉城町空家等除却事業費補助金【令和７年度創設】 

特定空家等又は管理不全空家等の所有者が当該建物を除却する際に、その費用の 4/5を補

助（上限 50万円） 
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（８）特定空家等への対応 

【特定空家等に対する措置その他の特定空家等への対処に関する事項】 

○特定空家等は、現に著しく保安上危険又は著しく衛生上有害な状態にあるもののほか、将来

著しく保安上危険又は著しく衛生上有害な状態になることが予見されるものも含むもので

あるため、広範な空家等を特定空家等として法に基づく措置を行うことが可能となっていま

す。このため、住民の生命、身体又は財産を保護するとともに、その生活環境の保全を図る

観点から、特定空家等の状態に応じて法に基づく必要な措置を講ずることします。なお、将

来著しく保安上危険又は著しく衛生上有害な状態になることが予見される空家等について

の考え方、特定空家等の状態に応じた措置のあり方については、国のガイドラインに定める

ものを基本とします。 

○特定空家等に該当する建築物等については、必要な場合には立入調査を行うとともに、その

所有者等から報告を徴収します。この調査等の結果に基づき、特定空家等の所有者等に対し、

必要な措置を助言・指導、勧告及び命令するとともに、その措置を履行しないとき、履行し

ても十分でないとき又は履行しても期限内に完了する見込みがないときは、行政代執行法の

定めるところに従い、本来所有者等が履行すべき措置の代執行を検討します。 

○災害その他非常の場合において、緊急に除却等を行う必要がある場合には、命令及び命令に

付随する意見聴取手続等を経ることなく、代執行を行うこととします。この場合も、助言・

指導及び勧告を経ていることが必要となるため、常時から、措置をとることの緊急性が見込

まれる特定空家等に対して助言・指導や勧告の措置を講じることとします。 

○なお、これらの代執行を行った場合の費用については、所有者等から費用を徴収します。ま

た、所有者等が不明である場合等においては、必要に応じて、財産管理制度等の活用を検討

します。 

○特定空家等に該当するかの判断基準、助言・指導から代執行に至る段階までの基本的な手続

の内容、特定空家等に残置された動産の取扱い等については、国のガイドラインに定めるも

のを基本とします。 
 

＜特定空家等の所有者等への対応＞ 

①助言又は指導（法第 22条第１項） 

特定空家等と認定された空家等の所有者等に対し、除却、修繕、立木竹の伐採、その他周

辺の生活環境の保全を図るために必要な措置を講じるよう助言・指導を行います。なお、そ

のまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害と

なるおそれのある状態のいずれでもない特定空家等については、建築物等の全部を除却する

措置を助言又は指導することはできません。 

②勧告（法第 22条第２項） 

助言・指導をした場合において、なお当該特定空家等の状態が改善されないと認めるとき

で、特に町長が必要と認める場合は、当該助言・指導をした者に対し、相当の猶予期限を付

けて除却、修繕、立木竹の伐採、その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をと

ることを勧告します。 

勧告を行った場合は、地方税法第 349条の３の２に基づき、住宅用地に係る固定資産税の

課税標準の特例措置の対象から除外する措置を講じます。 
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③命令（法 22条第３項～８項） 

勧告を受けた者が正当な理由なく、勧告に係る措置をとらなかった場合において、特に町

長が必要と認めるときは、相当の猶予期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命令

します。 

④代執行（法 22条第９項） 

必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜられた者が必要な措置を履行しないと

き、履行しても十分でないとき、又は履行しても期限までに完了する見込みがないときは、

行政代執行法の定めるところに従い、代執行を行います。 

⑤略式代執行（法 22 条第 10項） 

命令しようとする場合において、過失がなくてその措置を命ぜられるべき者を確知するこ

とができないとき（過失がなくて助言・指導又は勧告が行われるべき者を確知することがで

きないため、命令を行うことができないときを含む。）は、最小限の危険回避措置や、除却

等の略式代執行を行います。 

 

＜玉城町における具体的な施策の例＞ （再掲） 

・玉城町空家等除却事業費補助金【令和７年度創設】 

特定空家等又は管理不全空家等の所有者が当該建物を除却する際に、その費用の 4/5を補

助（上限 50万円） 
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（９）空家等の管理・利活用に関する相談対応 

【住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項】 

○空家等の適切な管理を促進するため、所有者等に対し、情報の提供、相談対応等を行います。

例えば、所有者等から、自ら所有する空家等をどのように活用し、又は除却等すればよいか

についての相談、引っ越し等により今後長期にわたって自宅を不在にせざるを得ない場合に

おける管理等についての相談等を想定し、玉城町としての相談を受ける体制を整備します。 

○空家を処分する際には、住宅だけではなく、田畑、山林、墓地の処分等をあわせて処分する

ことが必要になるケースが多くなっています。このような点に対しても対応できるように、

関係機関等と連携した相談体制の構築を行います。 

○体制整備に当たっては、管理不全空家等や特定空家等に対する措置に係る近隣住民等からの

相談は玉城町を中心に対応しつつ、空家等の管理や活用の方法等を巡る空家等の所有者等か

らの専門的な相談については、地域の宅地建物取引業者や建築士等の関係事業者団体と連携

した体制構築を行います。 

○空家等の所有者等に限らず、地域住民からの当該空家等に対する様々な苦情や、移住・定住、

二地域居住又は住み替えを希望する者からの空家等の活用の申入れに対しても、玉城町を中

心に対応可能な体制を整備します。 
 

＜玉城町における具体的な施策の例＞ 

・玉城町役場における相談窓口の設置（まちづくり推進課） 

・専門機関、関係事業者と協力した相談体制の構築検討 
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３．対策の実施体制 
【空家等に関する対策の実施体制に関する事項】 

（１）玉城町役場の関係課による連携体制 

空家等対策を効果的かつ効率的に実施するため、玉城町役場においては、空家等対策の関係

課や関係機関が情報共有し、連携して対応できる体制を構築します。 

玉城町独自の課題に基づく支援策について、国や県への働きかけを行います。また近隣市町

と連携し、広域的な空家等の対策について取り組みます。 

 

（２）空家等対策推進協議会 

空家等対策における様々な課題に対応するために、司法書士、土地家屋調査士、宅地建物取

引業協会、建築士、社会福祉協議会（民生委員）、住民代表等を構成員とする「玉城町空家等対

策推進協議会」を設置し、下記の事項等に関する協議を行います。 
 

○空家等対策計画の作成及び変更 

○空家等が管理不全空家等又は特定空家等に該当するか否かの判断の基準 

○空家等の調査及び特定空家等と認められるものに対する立入調査等の方針 

○管理不全空家等又は特定空家等に対する措置の方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）空家等対策計画の計画の検証・見直し 

空家等に関する現状を把握した上で、施策の効果・成果等の検証を行い、その結果を「玉城

町空家等対策推進協議会」に報告・協議し、必要に応じて新たな施策の策定等計画の見直しを

行います。  

＜玉城町役場における関係課の連携と役割＞ 

まちづくり 

推進課 

玉城町の空家対策の統括窓口 

広報・情報発信 

地域との協働･連携 

移住促進との連携 

総務防災課 自治区との連携 

防災面からの空家対策 

税務住民課 

（生活環境室） 

固定資産税等の課税事務との連携 

住民登録との連携（転出届、死亡届等） 

環境保全・生活安全の面からの空家対策 

空家の家財等の処分における対応 

保健福祉課 

（地域共生室） 

所有者が高齢者、障害者の場合の連携 

将来の高齢対策、介護予防との連携 

地域福祉、地域包括ケアとの連携 

エンディングノートの促進 

上下水道課 上水道等の使用状況との連携 

産業振興課 空き店舗活用との連携 

起業促進、観光誘客との連携 

空家所有者の農地対応 

建設課 空家対策事業補助金の交付 

除却、跡地活用等における助言、支援 

 

＜空家対策推進協議会 

構成団体等との連携＞ 

司法書士会 

宅地建物取引業協会 

土地家屋調査士会 

建築士事務所協会 

社会福祉協議会 

 

＜地域との連携＞ 

自治区 

事業所 

日本郵便株式会社 

ＮＰＯ等の活動団体 

 

＜国･県･近隣市町との連携＞ 

情報共有 

相互支援・助言 
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参考資料 

１. 空家等対策の推進に関する特別措置法 

空家等対策の推進に関する特別措置法（平成二十六年法律第百二十七号） 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民の生活環境

に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は財産を保護するとともに、その

生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進するため、空家等に関する施策に関し、国によ

る基本指針の策定、市町村（特別区を含む。第十条第二項を除き、以下同じ。）による空家等対策計画

の作成その他の空家等に関する施策を推進するために必要な事項を定めることにより、空家等に関す

る施策を総合的かつ計画的に推進し、もって公共の福祉の増進と地域の振興に寄与することを目的と

する。 

（定義） 

第二条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使

用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。第

十四条第二項において同じ。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除

く。 

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれ

のある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより

著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切であ

る状態にあると認められる空家等をいう。 

（国の責務） 

第三条 国は、空家等に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 国は、地方公共団体その他の者が行う空家等に関する取組のために必要となる情報の収集及び提供

その他の支援を行うよう努めなければならない。 

３ 国は、広報活動、啓発活動その他の活動を通じて、空家等の適切な管理及びその活用の促進に関

し、国民の理解を深めるよう努めなければならない。 

（地方公共団体の責務） 

第四条 市町村は、第七条第一項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等に関する対

策の実施その他の空家等に関して必要な措置を適切に講ずるよう努めなければならない。 

２ 都道府県は、第七条第一項に規定する空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空家等に関

しこの法律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の提供及び技術的な助

言、市町村相互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努めなければならない。 

（空家等の所有者等の責務） 

第五条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさ

ないよう、空家等の適切な管理に努めるとともに、国又は地方公共団体が実施する空家等に関する施

策に協力するよう努めなければならない。 

（基本指針） 

第六条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本

的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。 
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２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項 

二 次条第一項に規定する空家等対策計画に関する事項 

三 所有者等による空家等の適切な管理について指針となるべき事項 

四 その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

３ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更するときは、あらかじめ、関係行

政機関の長に協議するものとする。 

４ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公

表しなければならない。 

（空家等対策計画） 

第七条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、基本指針に

即して、空家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」という。）を定めることができ

る。 

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等に関する対策

に関する基本的な方針 

二 計画期間 

三 空家等の調査に関する事項 

四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

五 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用の促進に関する事

項 

六 特定空家等に対する措置（第二十二条第一項の規定による助言若しくは指導、同条第二項の規定

による勧告、同条第三項の規定による命令又は同条第九項から第十一項までの規定による代執行を

いう。以下同じ。）その他の特定空家等への対処に関する事項 

七 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

３ 前項第五号に掲げる事項には、次に掲げる区域内の区域であって、当該区域内の空家等の数及びそ

の分布の状況、その活用の状況その他の状況からみて当該区域における経済的社会的活動の促進のた

めに当該区域内の空家等及び空家等の跡地の活用が必要となると認められる区域（以下「空家等活用

促進区域」という。）並びに当該空家等活用促進区域における空家等及び空家等の跡地の活用の促進を

図るための指針（以下「空家等活用促進指針」という。）に関する事項を定めることができる。 

一 中心市街地の活性化に関する法律（平成十年法律第九十二号）第二条に規定する中心市街地 

二 地域再生法（平成十七年法律第二十四号）第五条第四項第八号に規定する地域再生拠点 

三 地域再生法第五条第四項第十一号に規定する地域住宅団地再生区域 

四 地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律（平成二十年法律第四十号）第二条第二項

に規定する重点区域 

五 前各号に掲げるもののほか、市町村における経済的社会的活動の拠点としての機能を有する区域

として国土交通省令・総務省令で定める区域 

４ 空家等活用促進指針には、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等活用促進区域における空家等及び空家等の跡地の活用に関する基本的な事項 

二 空家等活用促進区域における経済的社会的活動の促進のために活用することが必要な空家等の種

類及び当該空家等について誘導すべき用途（第十六条第一項及び第十八条において「誘導用途」と
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いう。）に関する事項 

三 前二号に掲げるもののほか、空家等活用促進区域における空家等及び空家等の跡地の活用を通じ

た経済的社会的活動の促進に関し必要な事項 

５ 空家等活用促進指針には、前項各号に掲げる事項のほか、特例適用建築物（空家等活用促進区域内

の空家等に該当する建築物（建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第二条第一号に規定する建

築物をいう。以下この項及び第九項において同じ。）又は空家等の跡地に新築する建築物をいう。次項

及び第十項において同じ。）について第十七条第一項の規定により読み替えて適用する同法第四十三条

第二項（第一号に係る部分に限る。次項において同じ。）の規定又は第十七条第二項の規定により読み

替えて適用する同法第四十八条第一項から第十三項まで（これらの規定を同法第八十七条第二項又は

第三項において準用する場合を含む。第九項において同じ。）の規定のただし書の規定の適用を受ける

ための要件に関する事項を定めることができる。 

６ 前項の第十七条第一項の規定により読み替えて適用する建築基準法第四十三条第二項の規定の適用

を受けるための要件（第九項及び第十七条第一項において「敷地特例適用要件」という。）は、特例適

用建築物（その敷地が幅員一・八メートル以上四メートル未満の道（同法第四十三条第一項に規定す

る道路に該当するものを除く。）に二メートル以上接するものに限る。）について、避難及び通行の安

全上支障がなく、かつ、空家等活用促進区域内における経済的社会的活動の促進及び市街地の環境の

整備改善に資するものとして国土交通省令で定める基準を参酌して定めるものとする。 

７ 市町村は、第三項に規定する事項を定めるときは、あらかじめ、当該空家等活用促進区域内の住民

の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

８ 市町村（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市及び

同法第二百五十二条の二十二第一項の中核市を除く。）は、第三項に規定する事項を定める場合におい

て、市街化調整区域（都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第七条第一項に規定する市街化調整区

域をいう。第十八条第一項において同じ。）の区域を含む空家等活用促進区域を定めるときは、あらか

じめ、当該空家等活用促進区域の区域及び空家等活用促進指針に定める事項について、都道府県知事

と協議をしなければならない。 

９ 市町村は、空家等活用促進指針に敷地特例適用要件に関する事項又は第五項の第十七条第二項の規

定により読み替えて適用する建築基準法第四十八条第一項から第十三項までの規定のただし書の規定

の適用を受けるための要件（以下「用途特例適用要件」という。）に関する事項を記載するときは、あ

らかじめ、当該事項について、当該空家等活用促進区域内の建築物について建築基準法第四十三条第

二項第一号の規定による認定又は同法第四十八条第一項から第十三項まで（これらの規定を同法第八

十七条第二項又は第三項において準用する場合を含む。第十七条第二項において同じ。）の規定のただ

し書の規定による許可の権限を有する特定行政庁（同法第二条第三十五号に規定する特定行政庁をい

う。以下この項及び次項において同じ。）と協議をしなければならない。この場合において、用途特例

適用要件に関する事項については、当該特定行政庁の同意を得なければならない。 

１０ 前項の規定により用途特例適用要件に関する事項について協議を受けた特定行政庁は、特例適用

建築物を用途特例適用要件に適合する用途に供することが空家等活用促進区域における経済的社会的

活動の促進のためにやむを得ないものであると認めるときは、同項の同意をすることができる。 

１１ 空家等対策計画（第三項に規定する事項が定められたものに限る。第十六条第一項及び第十八条

第一項において同じ。）は、都市計画法第六条の二の都市計画区域の整備、開発及び保全の方針及び同

法第十八条の二の市町村の都市計画に関する基本的な方針との調和が保たれたものでなければならな

い。 

１２ 市町村は、空家等対策計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

１３ 市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び実施に関し、情報の提供、技術的な
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助言その他必要な援助を求めることができる。 

１４ 第七項から前項までの規定は、空家等対策計画の変更について準用する。 

（協議会） 

第八条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うための協議会（以下

この条において「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、市町村の議会の議員、

法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町村長が必要と認める者をもって

構成する。 

３ 前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

第二章 空家等の調査 

（立入調査等） 

第九条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者等を把握するた

めの調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を行うことができる。 

２ 市町村長は、第二十二条第一項から第三項までの規定の施行に必要な限度において、空家等の所有

者等に対し、当該空家等に関する事項に関し報告させ、又はその職員若しくはその委任した者に、空

家等と認められる場所に立ち入って調査をさせることができる。 

３ 市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる場所に立ち入ら

せようとするときは、その五日前までに、当該空家等の所有者等にその旨を通知しなければならな

い。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難であるときは、この限りでない。 

４ 第二項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明書を携

帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

５ 第二項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

（空家等の所有者等に関する情報の利用等） 

第十条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する情報であって氏

名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施行のために必要な限度におい

て、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用することができる。 

２ 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているもののうち特別区

の存する区域においては都が処理するものとされているもののために利用する目的で都が保有する情

報であって、特別区の区域内にある空家等の所有者等に関するものについて、当該特別区の区長から

提供を求められたときは、この法律の施行のために必要な限度において、速やかに当該情報の提供を

行うものとする。 

３ 前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、関係する地方

公共団体の長、空家等に工作物を設置している者その他の者に対して、空家等の所有者等の把握に関

し必要な情報の提供を求めることができる。 

（空家等に関するデータベースの整備等） 

第十一条 市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又は賃貸するた

めに所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう適切に管理されているも

のに限る。）を除く。以下この条、次条及び第十五条において同じ。）に関するデータベースの整備そ

の他空家等に関する正確な情報を把握するために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

第三章 空家等の適切な管理に係る措置 

（所有者等による空家等の適切な管理の促進） 
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第十二条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に対し、情報の

提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。 

（適切な管理が行われていない空家等の所有者等に対する措置） 

第十三条 市町村長は、空家等が適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれば特定空家

等に該当することとなるおそれのある状態にあると認めるときは、当該状態にあると認められる空家

等（以下「管理不全空家等」という。）の所有者等に対し、基本指針（第六条第二項第三号に掲げる事

項に係る部分に限る。）に即し、当該管理不全空家等が特定空家等に該当することとなることを防止す

るために必要な措置をとるよう指導をすることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による指導をした場合において、なお当該管理不全空家等の状態が改善さ

れず、そのまま放置すれば特定空家等に該当することとなるおそれが大きいと認めるときは、当該指

導をした者に対し、修繕、立木竹の伐採その他の当該管理不全空家等が特定空家等に該当することと

なることを防止するために必要な具体的な措置について勧告することができる。 

（空家等の管理に関する民法の特例） 

第十四条 市町村長は、空家等につき、その適切な管理のため特に必要があると認めるときは、家庭裁

判所に対し、民法（明治二十九年法律第八十九号）第二十五条第一項の規定による命令又は同法第九

百五十二条第一項の規定による相続財産の清算人の選任の請求をすることができる。 

２ 市町村長は、空家等（敷地を除く。）につき、その適切な管理のため特に必要があると認めるとき

は、地方裁判所に対し、民法第二百六十四条の八第一項の規定による命令の請求をすることができ

る。 

３ 市町村長は、管理不全空家等又は特定空家等につき、その適切な管理のため特に必要があると認め

るときは、地方裁判所に対し、民法第二百六十四条の九第一項又は第二百六十四条の十四第一項の規

定による命令の請求をすることができる。 

第四章 空家等の活用に係る措置 

（空家等及び空家等の跡地の活用等） 

第十五条 市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、

又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。）に関する情報の提供その他これらの活用のた

めに必要な対策を講ずるよう努めるものとする。 

（空家等の活用に関する計画作成市町村の要請等） 

第十六条 空家等対策計画を作成した市町村（以下「計画作成市町村」という。）の長は、空家等活用促

進区域内の空家等（第七条第四項第二号に規定する空家等の種類に該当するものに限る。以下この条

において同じ。）について、当該空家等活用促進区域内の経済的社会的活動の促進のために必要がある

と認めるときは、当該空家等の所有者等に対し、当該空家等について空家等活用促進指針に定められ

た誘導用途に供するために必要な措置を講ずることを要請することができる。 

２ 計画作成市町村の長は、前項の規定による要請をした場合において、必要があると認めるときは、

その要請を受けた空家等の所有者等に対し、当該空家等に関する権利の処分についてのあっせんその

他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（建築基準法の特例） 

第十七条 空家等対策計画（敷地特例適用要件に関する事項が定められたものに限る。）が第七条第十二

項（同条第十四項において準用する場合を含む。）の規定により公表されたときは、当該公表の日以後

は、同条第六項に規定する特例適用建築物に対する建築基準法第四十三条第二項第一号の規定の適用

については、同号中「、利用者」とあるのは「利用者」と、「適合するもので」とあるのは「適合する

もの又は空家等対策の推進に関する特別措置法（平成二十六年法律第百二十七号）第七条第十二項
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（同条第十四項において準用する場合を含む。）の規定により公表された同条第一項に規定する空家等

対策計画に定められた同条第六項に規定する敷地特例適用要件に適合する同項に規定する特例適用建

築物で」とする。 

２ 空家等対策計画（用途特例適用要件に関する事項が定められたものに限る。）が第七条第十二項（同

条第十四項において準用する場合を含む。）の規定により公表されたときは、当該公表の日以後は、同

条第五項に規定する特例適用建築物に対する建築基準法第四十八条第一項から第十三項までの規定の

適用については、同条第一項から第十一項まで及び第十三項の規定のただし書の規定中「特定行政庁

が」とあるのは「特定行政庁が、」と、「認め、」とあるのは「認めて許可した場合」と、同条第一項た

だし書中「公益上やむを得ない」とあるのは「空家等対策の推進に関する特別措置法（平成二十六年

法律第百二十七号）第七条第十二項（同条第十四項において準用する場合を含む。）の規定により公表

された同条第一項に規定する空家等対策計画に定められた同条第九項に規定する用途特例適用要件

（以下この条において「特例適用要件」という。）に適合すると認めて許可した場合その他公益上やむ

を得ない」と、同条第二項から第十一項まで及び第十三項の規定のただし書の規定中「公益上やむを

得ない」とあるのは「特例適用要件に適合すると認めて許可した場合その他公益上やむを得ない」

と、同条第十二項ただし書中「特定行政庁が」とあるのは「特定行政庁が、特例適用要件に適合する

と認めて許可した場合その他」とする。 

（空家等の活用の促進についての配慮） 

第十八条 都道府県知事は、第七条第十二項（同条第十四項において準用する場合を含む。）の規定によ

り公表された空家等対策計画に記載された空家等活用促進区域（市街化調整区域に該当する区域に限

る。）内の空家等に該当する建築物（都市計画法第四条第十項に規定する建築物をいう。以下この項に

おいて同じ。）について、当該建築物を誘導用途に供するため同法第四十二条第一項ただし書又は第四

十三条第一項の許可（いずれも当該建築物の用途の変更に係るものに限る。）を求められたときは、第

七条第八項の協議の結果を踏まえ、当該建築物の誘導用途としての活用の促進が図られるよう適切な

配慮をするものとする。 

２ 前項に定めるもののほか、国の行政機関の長又は都道府県知事は、同項に規定する空家等対策計画

に記載された空家等活用促進区域内の空家等について、当該空家等を誘導用途に供するため農地法

（昭和二十七年法律第二百二十九号）その他の法律の規定による許可その他の処分を求められたとき

は、当該空家等の活用の促進が図られるよう適切な配慮をするものとする。 

（地方住宅供給公社の業務の特例） 

第十九条 地方住宅供給公社は、地方住宅供給公社法（昭和四十年法律第百二十四号）第二十一条に規

定する業務のほか、空家等活用促進区域内において、計画作成市町村からの委託に基づき、空家等の

活用のために行う改修、当該改修後の空家等の賃貸その他の空家等の活用に関する業務を行うことが

できる。 

２ 前項の規定により地方住宅供給公社が同項に規定する業務を行う場合における地方住宅供給公社法

第四十九条の規定の適用については、同条第三号中「第二十一条に規定する業務」とあるのは、「第二

十一条に規定する業務及び空家等対策の推進に関する特別措置法（平成二十六年法律第百二十七号）

第十九条第一項に規定する業務」とする。 

（独立行政法人都市再生機構の行う調査等業務） 

第二十条 独立行政法人都市再生機構は、独立行政法人都市再生機構法（平成十五年法律第百号）第十

一条第一項に規定する業務のほか、計画作成市町村からの委託に基づき、空家等活用促進区域内にお

ける空家等及び空家等の跡地の活用により地域における経済的社会的活動の促進を図るために必要な

調査、調整及び技術の提供の業務を行うことができる。 
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（独立行政法人住宅金融支援機構の行う援助） 

第二十一条 独立行政法人住宅金融支援機構は、独立行政法人住宅金融支援機構法（平成十七年法律第

八十二号）第十三条第一項に規定する業務のほか、市町村又は第二十三条第一項に規定する空家等管

理活用支援法人からの委託に基づき、空家等及び空家等の跡地の活用の促進に必要な資金の融通に関

する情報の提供その他の援助を行うことができる。 

第五章 特定空家等に対する措置 

第二十二条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、修繕、立木竹

の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま放置すれば倒壊等著しく保安

上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態にない特定空家等につ

いては、建築物の除却を除く。次項において同じ。）をとるよう助言又は指導をすることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空家等の状態が改

善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当の猶予期限を付けて、除却、

修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をとることを勧告すること

ができる。 

３ 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらな

かった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の猶予期限を付けて、そ

の勧告に係る措置をとることを命ずることができる。 

４ 市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置を命じようとす

る者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出先及び提出期限を記載した通

知書を交付して、その措置を命じようとする者又はその代理人に意見書及び自己に有利な証拠を提出

する機会を与えなければならない。 

５ 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から五日以内に、市町村長に対し、意見書

の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる。 

６ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第三項の措置を命じよ

うとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行わなければならない。 

７ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第三項の規定によって命じよう

とする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の三日前までに、前項に規定する者に通知する

とともに、これを公告しなければならない。 

８ 第六項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利な証拠を提出す

ることができる。 

９ 市町村長は、第三項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜられた者がそ

の措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項の期限までに完了する見込

みがないときは、行政代執行法（昭和二十三年法律第四十三号）の定めるところに従い、自ら義務者

のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれをさせることができる。 

１０ 第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその措置を命ぜら

れるべき者（以下この項及び次項において「命令対象者」という。）を確知することができないとき

（過失がなくて第一項の助言若しくは指導又は第二項の勧告が行われるべき者を確知することができ

ないため第三項に定める手続により命令を行うことができないときを含む。）は、市町村長は、当該命

令対象者の負担において、その措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者（以下この項

及び次項において「措置実施者」という。）にその措置を行わせることができる。この場合において

は、市町村長は、その定めた期限内に命令対象者においてその措置を行うべき旨及びその期限までに

その措置を行わないときは市町村長又は措置実施者がその措置を行い、当該措置に要した費用を徴収

する旨を、あらかじめ公告しなければならない。 
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１１ 市町村長は、災害その他非常の場合において、特定空家等が保安上著しく危険な状態にある等当

該特定空家等に関し緊急に除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要

な措置をとる必要があると認めるときで、第三項から第八項までの規定により当該措置をとることを

命ずるいとまがないときは、これらの規定にかかわらず、当該特定空家等に係る命令対象者の負担に

おいて、その措置を自ら行い、又は措置実施者に行わせることができる。 

１２ 前二項の規定により負担させる費用の徴収については、行政代執行法第五条及び第六条の規定を

準用する。 

１３ 市町村長は、第三項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他国土交通省令・

総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。 

１４ 前項の標識は、第三項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができる。この場合に

おいては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又は妨げてはならない。 

１５ 第三項の規定による命令については、行政手続法（平成五年法律第八十八号）第三章（第十二条

及び第十四条を除く。）の規定は、適用しない。 

１６ 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施を図るために必

要な指針を定めることができる。 

１７ 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国土交通省令・総務

省令で定める。 

第六章 空家等管理活用支援法人 

（空家等管理活用支援法人の指定） 

第二十三条 市町村長は、特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二条第二項に規定する特定

非営利活動法人、一般社団法人若しくは一般財団法人又は空家等の管理若しくは活用を図る活動を行

うことを目的とする会社であって、次条各号に掲げる業務を適正かつ確実に行うことができると認め

られるものを、その申請により、空家等管理活用支援法人（以下「支援法人」という。）として指定す

ることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による指定をしたときは、当該支援法人の名称又は商号、住所及び事務所

又は営業所の所在地を公示しなければならない。 

３ 支援法人は、その名称若しくは商号、住所又は事務所若しくは営業所の所在地を変更するときは、

あらかじめ、その旨を市町村長に届け出なければならない。 

４ 市町村長は、前項の規定による届出があったときは、当該届出に係る事項を公示しなければならな

い。 

（支援法人の業務） 

第二十四条 支援法人は、次に掲げる業務を行うものとする。 

一 空家等の所有者等その他空家等の管理又は活用を行おうとする者に対し、当該空家等の管理又は

活用の方法に関する情報の提供又は相談その他の当該空家等の適切な管理又はその活用を図るため

に必要な援助を行うこと。 

二 委託に基づき、定期的な空家等の状態の確認、空家等の活用のために行う改修その他の空家等の

管理又は活用のため必要な事業又は事務を行うこと。 

三 委託に基づき、空家等の所有者等の探索を行うこと。 

四 空家等の管理又は活用に関する調査研究を行うこと。 

五 空家等の管理又は活用に関する普及啓発を行うこと。 

六 前各号に掲げるもののほか、空家等の管理又は活用を図るために必要な事業又は事務を行うこ

と。 
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（監督等） 

第二十五条 市町村長は、前条各号に掲げる業務の適正かつ確実な実施を確保するため必要があると認

めるときは、支援法人に対し、その業務に関し報告をさせることができる。 

２ 市町村長は、支援法人が前条各号に掲げる業務を適正かつ確実に実施していないと認めるときは、

支援法人に対し、その業務の運営の改善に関し必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。 

３ 市町村長は、支援法人が前項の規定による命令に違反したときは、第二十三条第一項の規定による

指定を取り消すことができる。 

４ 市町村長は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しなければならない。 

（情報の提供等） 

第二十六条 国及び地方公共団体は、支援法人に対し、その業務の実施に関し必要な情報の提供又は指

導若しくは助言をするものとする。 

２ 市町村長は、支援法人からその業務の遂行のため空家等の所有者等を知る必要があるとして、空家

等の所有者等に関する情報（以下この項及び次項において「所有者等関連情報」という。）の提供の求

めがあったときは、当該空家等の所有者等の探索に必要な限度で、当該支援法人に対し、所有者等関

連情報を提供するものとする。 

３ 前項の場合において、市町村長は、支援法人に対し所有者等関連情報を提供するときは、あらかじ

め、当該所有者等関連情報を提供することについて本人（当該所有者等関連情報によって識別される

特定の個人をいう。）の同意を得なければならない。 

４ 前項の同意は、その所在が判明している者に対して求めれば足りる。 

（支援法人による空家等対策計画の作成等の提案） 

第二十七条 支援法人は、その業務を行うために必要があると認めるときは、市町村に対し、国土交通

省令・総務省令で定めるところにより、空家等対策計画の作成又は変更をすることを提案することが

できる。この場合においては、基本指針に即して、当該提案に係る空家等対策計画の素案を作成し

て、これを提示しなければならない。 

２ 前項の規定による提案を受けた市町村は、当該提案に基づき空家等対策計画の作成又は変更をする

か否かについて、遅滞なく、当該提案をした支援法人に通知するものとする。この場合において、空

家等対策計画の作成又は変更をしないこととするときは、その理由を明らかにしなければならない。 

（市町村長への要請） 

第二十八条 支援法人は、空家等、管理不全空家等又は特定空家等につき、その適切な管理のため特に

必要があると認めるときは、市町村長に対し、第十四条各項の規定による請求をするよう要請するこ

とができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による要請があった場合において、必要があると認めるときは、第十四条

各項の規定による請求をするものとする。 

３ 市町村長は、第一項の規定による要請があった場合において、第十四条各項の規定による請求をす

る必要がないと判断したときは、遅滞なく、その旨及びその理由を、当該要請をした支援法人に通知

するものとする。 

第七章 雑則 

第二十九条 国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対策の適切かつ

円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に対する補助、地方交付税制度の

拡充その他の必要な財政上の措置を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に

関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置その他の措置を講ずるものとす
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る。 

第八章 罰則 

第三十条 第二十二条第三項の規定による市町村長の命令に違反した者は、五十万円以下の過料に処す

る。 

２ 第九条第二項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による立入調査

を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、二十万円以下の過料に処する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

ただし、第九条第二項から第五項まで、第十四条及び第十六条の規定は、公布の日から起算して六月

を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

（検討） 

２ 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案し、必要が

あると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずる

ものとする。 
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空家等対策の推進に関する特別措置法施行規則（平成二十七年総務省・国土交通省令第一号） 

＜令和５年 12 月 13 日施行＞ 

空家等対策の推進に関する特別措置法（平成二十六年法律第百二十七号）第十四条第十一項の規定

に基づき、空家等対策の推進に関する特別措置法施行規則を次のように定める。 

（経済的社会的活動の拠点としての機能を有する区域） 

第一条 空家等対策の推進に関する特別措置法（以下「法」という。）第七条第三項第五号の国土交通

省令・総務省令で定める区域は、次の各号に掲げるものとする。 

一 地域再生法（平成十七年法律第二十四号）第五条第四項第七号に規定する商店街活性化促進区

域 

二 地域再生法第五条第四項第十二号に規定する農村地域等移住促進区域 

三 観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する法律（平成二十年法律第三十九

号）第二条第二項に規定する滞在促進地区 

四 前各号に掲げるもののほか、地域における住民の生活、産業の振興又は文化の向上の拠点であ

って、生活環境の整備、経済基盤の強化又は就業の機会の創出を図ることが必要であると市町村

（特別区を含む。以下同じ。）が認める区域 

（公示の方法） 

第二条 法第二十二条第十三項の国土交通省令・総務省令で定める方法は、市町村の公報への掲載、

インターネットの利用その他の適切な方法とする。 

（空家等対策計画の作成等の提案） 

第三条 法第二十七条第一項の規定により空家等対策計画の作成又は変更の提案を行おうとする空家

等管理活用支援法人は、その名称又は商号及び主たる事務所の所在地を記載した提案書に当該提案

に係る空家等対策計画の素案を添えて、市町村に提出しなければならない。 

附 則 

この省令は、空家等対策の推進に関する特別措置法附則第一項ただし書に規定する規定の施行の日

（平成二十七年五月二十六日）から施行する。 

 

＜平成 27 年５月 26 日施行＞ 

空家等対策の推進に関する特別措置法（平成二十六年法律第百二十七号）第十四条第十一項の規定

に基づき、空家等対策の推進に関する特別措置法施行規則を次のように定める。 

空家等対策の推進に関する特別措置法第十四条第十一項の国土交通省令・総務省令で定める方法は、

市町村（特別区を含む。）の公報への掲載、インターネットの利用その他の適切な方法とする。 

附 則 

この省令は、空家等対策の推進に関する特別措置法附則第一項ただし書に規定する規定の施行の日

（平成二十七年五月二十六日）から施行する。 
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空家等対策の推進に関する特別措置法第七条第六項に規定する敷地特例適用要件に関する基準を定める省令 

（令和五年国土交通省令第九十四号） 

＜令和５年 12 月 13 日施行＞ 

空家等対策の推進に関する特別措置法（平成二十六年法律第百二十七号）第七条第六項の規定に基

づき、空家等活用促進のために必要な敷地特例適用要件に関する基準を定める省令を次のように定め

る。 

（趣旨） 

第一条 この省令は、空家等対策の推進に関する特別措置法（以下「法」という。）第七条第六項に規

定する敷地特例適用要件（第四条において「敷地特例適用要件」という。）に関する事項を同条第三

項に規定する空家等活用促進指針に定めるに当たって参酌すべき基準を定めるものとする。 

（敷地と道との関係） 

第二条 法第七条第五項に規定する特例適用建築物（以下「特例適用建築物」という。）の敷地は、将

来の幅員が四メートル以上となることが見込まれる道であって、次の各号に掲げる基準に適合する

ものに接しなければならない。 

一 当該道をその中心線からの水平距離二メートルの線その他当該道の幅員が四メートル以上とな

る線まで拡幅することについて、拡幅後の当該道の敷地となる土地の所有者及びその土地又はそ

の土地にある建築物若しくは工作物に関して権利を有する者の同意を得たものであること。 

二 法第十七条第一項の規定により読み替えて適用する建築基準法（昭和二十五年法律第二百一

号）第四十三条第二項第一号の規定による認定の申請をしようとする者その他の関係者が拡幅後

の当該道を将来にわたって通行することについて、拡幅後の当該道の敷地となる土地の所有者及

びその土地に関して権利を有する者の承諾を得たものであること。 

（構造） 

第三条 特例適用建築物は、建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成七年法律第百二十三号）第

十七条第三項第一号に掲げる基準に適合するものでなければならない。 

第四条 法第七条第三項の規定により同条第一項に規定する空家等対策計画に定めようとする空家等

活用促進区域のうち都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第八条第一項第五号に掲げる防火地域

又は準防火地域その他の市街地における火災の危険を防除する必要がある区域として敷地特例適用

要件に定める区域（第六条において「防火地域等」という。）における構造に関する基準は、前条及

び次条に規定するもののほか、特例適用建築物が建築基準法第五十三条第三項第一号イに規定する

耐火建築物等又は同号ロに規定する準耐火建築物等であることとする。 

第五条 特例適用建築物は、その敷地に接する道を建築基準法第四十二条に規定する道路とみなし、

拡幅後の当該道の境界線をその道路の境界線とみなして適用する同法第四十四条第一項、第五十二

条第二項及び第五十六条第一項第一号の規定に適合するものでなければならない。 

（用途） 

第六条 次の各号に掲げる区域における用途に関する基準は、特例適用建築物が当該各号に定める用

途に供する建築物であることとする。 

一 防火地域等 一戸建て住宅 

二 防火地域等以外の区域 一戸建て住宅又は建築基準法別表第二（い）項第二号に掲げる用途 

（規模） 

第七条 特例適用建築物は、地階を除く階数が二以下であるものでなければならない。 

附 則 

この省令は、空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律（令和五年法律第五十

号）の施行の日（令和五年十二月十三日）から施行する。  
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２．玉城町空家等対策の推進に関する条例 

玉城町空家等対策の推進に関する条例（平成 29 年 6 月 15 日条例第 9 号 平成 29 年 6 月 15 日施行)  

（目的） 

第 1 条 この条例は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観、防犯等の町民の生活

環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、町民の生命、身体又は財産を保護するとともに、そ

の生活環境の保全を図るほか、空家等の活用の促進のため、空家等対策の推進に関する特別措置法

（平成 26 年法律第 127 号。以下「法」という。）の規定に基づき玉城町（以下「町」という。）が実

施する空家等に関する施策、その他の町が実施する空家等に関する施策に関し必要な事項を定める

ものとする。 

（定義） 

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 空家等 町内にある建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他使用がなされていない

ことが常態であるもの及びその敷地（立木その他土地に定着する物を含む。）をいう。 

(2) 特定空家等 そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛

生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なって

いる状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認め

られる空家等をいう。 

(3) 所有者等 空家等の所有者、管理者をいう。 

(4) 町民等 町内に居住し、滞在し、通勤し、若しくは通学する個人若しくは町内で事業その他活動

を行う個人又は法人その他団体をいう。 

（町の責務） 

第 3 条 町は、空家等の適正な管理及び活用の促進を図るため、必要な施策を実施しなければならな

い。 

（所有者等の責務） 

第 4 条 空家等の所有者等は、当該空家等を利用する見込みがないときは、賃貸、譲渡その他の当該

空家等を活用し、又は流通するための取組を行うとともに、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさない

よう、自己の責任において必要な措置を講じ、常に適正に管理しなければならない。 

2 所有者等は、町が実施する空家等に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

（町民等の責務） 

第 5 条 町民等は、町が実施する空家等に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

2 町民等は、管理が適正に行われていない空家等があると認めるときは、速やかにその情報を町に提

供するよう努めるものとする。 

（空家等対策計画の策定） 

第 6 条 町長は法第 6 条に定めるところにより、同条第 1 項に規定する空家等対策計画を定めるもの

とする。 

（協議会） 

第 7 条 町は法第 7 条に定めるところにより、前条の空家等対策計画の策定及び変更並びに実施に関

する協議を行うための協議会を組織するものとする。 

2 前項に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は規則で定める。 

（立入調査等） 
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第 8 条 町長は、法第 9 条第 1 項に定めるところにより、町の区域内にある空家等の所在及び当該空

家等の所有者等を把握するための調査その他空家等に関し必要な調査を行うことができる。 

2 町長は法第 9 条第 2 項から第 5 項までに定めるところにより、次条第 1 項から第 3 項までの規定の

施行に必要な限度において、当該職員又はその委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入っ

て調査をさせることができる。 

（助言、指導、勧告、命令等） 

第 9 条 町長は特定空家等の所有者等に対し、法第 14 条第 1 項に定めるところにより、当該特定空家

等に関し、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をとる

よう助言又は指導をすることができる。 

2 町長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空家等の状態が改善さ

れないと認められるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、法第 14 条第 2 項に定めるところ

により、相当の猶予期限を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図る

ために必要な措置をとることを勧告することができる。 

3 町長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかっ

た場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、法第 14 条第 3 項から第 8 項まで

及び第 11 項から第 13 項までに定めるところにより、相当の猶予期限を付けて、その勧告に係る措

置をとることを命ずることができる。 

4 町長は前項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜられた者がその措置を

履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項の期限までに完了する見込みがな

いときは、法第 14 条第 9 項及び行政代執行法（昭和 23 年法律第 43 号）の定めるところに従い、自

ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれをさせることができる。 

5 第 3 項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその措置を命ぜられ

るべき者を確知できないとき（過失がなくて第 1 項の助言若しくは指導又は第 2 項の勧告が行われ

るべき者を確知することができないため第 3 項に定める手続きにより命令を行うことができないと

きを含む。）は、法第 14 条第 10 項に定めるところにより、町長は、その者の負担において、その措

置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせることができる。 

（空家等及び空家等跡地の活用等） 

第 10 条 町長は法第 13 条に規定する空家等及び空家等の跡地の活用等について、所有者等、町民

等、空家等又は空家等の跡地の活用に関連する事業を営む者等に情報を提供し、必要な対策を講ず

るよう努めるものとする。 

（緊急安全措置） 

第 11 条 町長は空家等の管理不全状態に起因して、人の生命、身体又は財産に危害が及ぶことを防止

するために緊急の必要があると認めるときは、当該空家等の所有者等の同意を得て、これを防止す

るために必要最小限の措置を講じことができる。 

2 前項の規定にかかわらず、町長は同項に規定する措置を講じる際に、当該所有者等を確知できない

等やむを得ない理由により所有者等の同意を得ることができないときは、当該措置の内容等につい

て公告することをもってこれに代えることができる。 

3 町長は、第 1 項の措置を講じたときは、当該措置に要した費用を当該空家等の所有者等から徴収す

るものとする。ただし、特別な事由があると認めるときは、この限りでない。 

（軽微な措置） 

第 12 条 前条（第 2 項を除く。）の規定は、町長が管理不全状態となっている空家等について、開放

されている門扉等の閉鎖、簡易な養生、復元又は収納その他規則で定める軽微な措置をとることに
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より地域における防災上、衛生上、防犯上又は生活環境若しくは景観の保全上の支障を除去し、又

は軽減することができると認めるときについて準用する。 

（関係機関との連携） 

第 13 条 町長は、この条例の施行必要である場合は、町の区域を所轄する警察署その他の関係機関と

必要な措置について協議し協力を要請することができる。 

（委任） 

第 14 条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

玉城町空家等対策の推進に関する条例施行規則（平成 29年 9月 1日規則第 8号 令和 2年 9月 15日施行) 

（趣旨） 

第 1 条 この規則は、玉城町空家等対策の推進に関する条例（平成 29 年玉城町条例第 9 号。以下「条

例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第 2 条 この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例による。 

（協議会） 

第 3 条 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成 26 年法律第 127 号。以下「法」という。）第 7

条及び条例第 7 条の規定に基づき、玉城町空家等対策推進協議会（以下「協議会」という。）を組織

する。 

2 協議会は、委員 10 人以内をもって組織する。 

3 協議会の委員は、町長のほか、法第 7 条第 2 項に定められた者のうちから町長が委嘱する者をもっ

て充てる。 

4 委員の任期は 3 年とし、補欠委員の任期は前任者の残任期間とする。ただし、再任を妨げない。 

5 協議会に会長を置き、委員の互選によってこれを定める。 

6 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

7 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指定する委員はその職務を代理する。 

8 会議の議長は会長をもって充てる。 

9 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

10 会議の議事は、出席した委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは議長の決するところによ

る。 

11 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対し、会議への出席を求め、説明又は意見

を聴くことができる。 

12 協議会は法第 7 条第 1 項に規定する協議のほか、次の各号に掲げる事項を協議するものとする。 

(1) 特定空家等の認定の適否に関すること。 

(2) 特定空家等の措置の方針に関すること。 

(3) その他空家等対策に必要な事項に関すること。 

13 委員は職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

（立入調査） 

第 4 条 法第 9 条第 3 項の規定による通知は立入調査実施通知書（様式第 1 号）により行うものとす

る。 
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（調査員証の様式） 

第 5 条 法第 9 条第 4 項に規定する身分を示す証明書の様式は、空家等立入調査員証（様式第 2 号）

とする。 

（特定空家等の認定） 

第 6 条 法第 2 条第 2 項でいう「特定空家等」に認定された空家の所有者への通知は、原則として特

定空家等認定通知書（様式第 3 号）により行うものとする。 

2 前項の規定による通知を行った場合において、町長は、特定空家等の所有者等が必要な措置を講じ

たことにより、当該特定空家等の状態が改善され、特定空家ではないと認めるときは、遅滞なくそ

の旨の通知を特定空家等認定解除通知書（様式第 4 号）により行うものとする。 

（助言又は指導に係る様式） 

第 7 条 法第 14 条第 1 項及び条例第 9 条第 1 項の規定による助言又は指導は、特定空家等に対する指

導書（様式第 5 号）を送付することにより行うものとする。 

（勧告に係る様式） 

第 8 条 法第 14 条第 2 項及び条例第 9 条第 2 項の規定による勧告は、特定空家等に対する勧告書（様

式第 6 号）を送付することにより行うものとする。 

（命令に係る様式） 

第 9 条 法第 14 条第 4 項に規定する通知書の様式は、命令に係る事前の通知書（様式第 7 号）とす

る。 

2 法第 14 条第 3 及び条例第 9 条第 3 項の規定による命令は、命令書（様式第 8 号）を送付すること

により行うものとする。 

3 前項の命令書の様式は、法第 14 条第 4 項の意見書の提出の有無及び同条第 5 項の公開による聴取

の実施の有無により、適宜修正することができる。 

4 法第 14 条第 11 項の標識の様式は、標識（様式第 9 号）とする。 

（代執行に係る様式） 

第 10 条 法第 14 条第 9 項及び条例第 9 条第 4 項の規定による代執行（以下この条において「代執

行」という。）に係る行政代執行法（昭和 23 年法第 43 号）第 3 条第 1 項の戒告は、戒告書（様式第

10 号）を送付することにより行うものとする。 

2 代執行に係る行政代執行法第 3 条第 2 項の代執行令書の様式は、代執行令書（様式第 11 号）とす

る。 

3 代執行に係る行政代執行法第 4 条の証票の様式は、執行責任者証（様式第 12 号）とする。 

4 前 3 項に規定する様式は、代執行に係る措置の内容により、適宜修正することができる。 

（緊急安全措置等従事証明書の様式） 

第 11 条 条例第 11 条第 1 項（条例第 12 条において準用する場合を含む。）に規定する措置を行おう

とする者は、証明書（様式第 13 号）を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなけれ

ばならない。 

（その他） 

第 12 条 この規則に定めるもののほか、条例の施行に関し必要な事項は、町長が別に定める。 

附則 

この規則は、平成 29 年 9月 1 日から施行する。 

附則（令和 2 年規則第 21 号） 

この規則は、公布の日から施行する。  
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